
企
業
は
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
自
主
的
に
取
り
組
む

―
―
規
格
や
基
準
で
縛
る
べ
き
で
な
い

Ｃ
Ｓ
Ｒ（
企
業
の
社
会
的
責
任
）に
つ
い
て
は
、
最
近
、
国
内
外
で
の
さ
ま
ざ

ま
な
動
向
、
取
り
組
み
が
、
毎
日
の
よ
う
に
報
道
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
日

本
に
は
古
く
か
ら
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
原
型
と
も
い
え
る
考
え
方
が
あ
る
こ
と
を
ご
存
じ

だ
ろ
う
か
。
江
戸
時
代
の
近
江
商
人
は
「
三
方
よ
し
の
精
神
」
を
大
切
に
し
た
。

そ
れ
は
「
売
り
手
よ
し
、
買
い
手
よ
し
、
世
間
よ
し
」
と
い
う
経
営
理
念
で
あ

る
。
近
江
商
人
は
、
自
ら
の
商
売
と
社
会（
世
間
）が
密
接
に
か
か
わ
っ
て
い
る

こ
と
を
認
識
し
、
土
木
工
事
、
慈
善
寄
付
な
ど
を
通
じ
て
地
域
社
会
に
貢
献
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
近
江
商
人
は
社
会
か
ら
信
頼
を
得
る
こ
と
に
な
り
、
結
果

と
し
て
、
商
売
の
発
展
に
つ
な
が
っ
た
。
こ
の
先
人
の
知
恵
と
経
験
は
、
二
五

〇
年
の
年
月
を
経
て
受
け
継
が
れ
、
い
ま
で
も
多
く
の
日
本
企
業
の
活
動
に
反

映
さ
れ
て
い
る
。

よ
り
良
い
社
会
の
構
築
に
貢
献
し
た
い
と
願
う
個
人
の
志
は
、
現
代
に
も
生

き
て
い
る
。
欧
米
に
お
い
て
社
会
的
責
任
投
資（
Ｓ
Ｒ
Ｉ
）が
拡
大
し
て
い
る
現

状
を
見
る
と
、
そ
の
欲
求
に
は
普
遍
性
が
あ
る
よ
う
に
も
思
え
る
。
ま
た
、
企

業
活
動
が
国
境
を
越
え
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
に
伴
い
、
企
業
経
営
者
が
視
野

に
入
れ
る
べ
き
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
範
囲
も
拡
大
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
米
国
企
業
の

中
に
は
、
海
外
の
取
引
先
に
お
い
て
児
童
労
働
が
行
わ
れ
て
い
た
が
た
め
に
、

消
費
者
に
よ
る
不
買
運
動
の
対
象
と
な
っ
た
企
業
も
あ
る
。

一
方
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
企
業
活
動
を
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
視
点
か
ら
律
し
よ
う
と

す
る
動
き
も
出
て
き
た
。
二
〇
〇
一
年
四
月
、
Ｉ
Ｓ
Ｏ（
国
際
標
準
化
機
構
）は

Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
す
る
規
格
を
作
る
か
ど
う
か
の
検
討
を
開
始
し
た
。
こ
れ
を
機
に
、

Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
に
わ
か
に
国
際
的
な
脚
光
を
浴
び
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
Ｃ

Ｓ
Ｒ
の
原
点
は
経
営
者
の
志
そ
の
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
を
画
一
的
な
規
格
や
基

準
で
縛
ろ
う
と
す
る
の
は
、�
角
を
矯
め
て
牛
を
殺
す
�
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

Ｃ
Ｓ
Ｒ
憲
章
と
し
て
の
企
業
行
動
憲
章

こ
の
よ
う
な
動
き
に
対
し
て
、
日
本
経
団
連
は
本
年
二
月
、
提
言
「
企
業
の

社
会
的
責
任（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）推
進
に
あ
た
っ
て
の
基
本
的
考
え
方
」
を
と
り
ま
と
め
、

Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
規
格
化
や
法
制
化
に
は
反
対
す
る
と
の
立
場
を
表
明
す
る
と
と
も
に
、

Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
企
業
が
自
主
的
に
取
り
組
む
べ
き
も
の
で
あ
る
と
主
張
し
た
。

日
本
経
団
連
で
は
、
一
九
九
一
年
に
企
業
行
動
憲
章
を
制
定
し
、
以
来
二
回

の
改
定
を
経
て
（
注
）
、
本
憲
章
は
日
本
経
団
連
の
会
員
企
業
が
自
社
の
行
動
基
準
を

策
定
し
、
運
用
す
る
際
の
目
安
と
な
っ
て
い
る
。
憲
章
が
掲
げ
る
一
〇
カ
条
は
、

消
費
者
・
顧
客
、
市
場
、
株
主
、
従
業
員
、
環
境
、
社
会
貢
献
な
ど
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ

で
求
め
ら
れ
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
関
係
を
網
羅
し
て
お
り
、
実
質
的
な

Ｃ
Ｓ
Ｒ
憲
章
と
な
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
憲
章
の
性
格
お
よ
び
最
近
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
対
す
る
関
心
の
高
ま
り
を

踏
ま
え
、
本
年
五
月
、
こ
の
憲
章
を
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
視
点
か
ら
再
度
見
直
し
、
持
続

可
能
性
、
人
権
、
労
働
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
な
ど
の
観
点

か
ら
修
正
を
加
え
た（
主
な
改
正
点
は
上
表
参
照
）。
ま
た
今
回
、
新
た
に
序
文

を
設
け
、
そ
の
中
で
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
構
成
要
素
を
説
明
し
、
憲
章
自
体
を
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

指
針
と
す
る
こ
と
に
し
た
。
さ
ら
に
、
会
員
企
業
が
憲
章
の
精
神
を
自
主
的
に

実
践
し
て
い
く
上
で
必
要
と
思
わ
れ
る
事
項
に
つ
い
て
、「
実
行
の
手
引
き
の

要
点
」
を
作
成
し
た（「
実
行
の
手
引
き
」
自
体
は
六
月
に
完
成
）。

企
業
行
動
憲
章
は
会
員
の
「
申
し
合
わ
せ
」
で
あ
り
、
実
行
の
た
め
の
枠
組

み
で
あ
る
。
会
員
企
業
は
、
本
憲
章
を
踏
ま
え
、
自
ら
の
取
り
組
み
を
実
施
し
、

日
本
経
団
連
は
、
会
員
企
業
に
よ
る
自
主
的
な
取
り
組
み
を
支
援
し
て
い
く
。

こ
の
よ
う
な
企
業
行
動
憲
章
の
枠
組
み
は
、
わ
が
国
経
済
界
独
自
の
取
り
組
み

と
し
て
国
際
的
に
も
評
価
さ
れ
る
も
の
と
確
信
す
る
。

経
営
ト
ッ
プ
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
何
よ
り
も
重
要

今
回
の
改
定
は
憲
章
の
制
定
か
ら
三
度
目
に
な
る
が
、
残
念
な
が
ら
こ
の
間

に
も
企
業
不
祥
事
が
な
く
な
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
企
業
行
動
憲
章
の
精
神
を

実
現
す
る
の
は
、
経
営
ト
ッ
プ
の
責
務
で
あ
る
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
基
本
は
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス（
法
令
遵
守
）で
あ
り
、
経
営
ト
ッ
プ
は
常
に
創
業
の
原
点
に
立
ち
返

り
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
な
く
し
て
企
業
は
存
続
し
え
な
い
こ
と
を
肝
に
銘
ず

る
必
要
が
あ
る
。

二
〇
〇
二
年
十
二
月
に
日
本
経
団
連
が
会
員
企
業
一
二
六
〇
社
を
対
象
に
実

施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
れ
ば
、
企
業
倫
理
の
担
当
部
署
を
設
け
て
い
る

企
業
は
八
割
を
超
え
て
い
る
。
要
は
そ
れ
ら
の
社
内
体
制
が
本
当
に
機
能
し
て

い
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
そ
れ
に
は
、
経
営
ト
ッ
プ
自
身
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

が
カ
ギ
と
な
る
。
企
業
倫
理
や
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
を
徹
底
さ
せ
る
た
め
に
は
、

何
よ
り
経
営
ト
ッ
プ
自
身
が
身
を
も
っ
て
会
社
を
思
う
姿
勢
を
示
さ
な
け
れ
ば

（注）１９９１年９月１４日「経団連企業行動憲章」制定、９６年１２月１７日同憲章改定、
２００２年１０月１５日「企業行動憲章」へ改定、２００４年５月１８日同憲章改定

武
田
國
男

た
け
だ

く
に
お

●サステナビリティ 前文において“持続可能な社会の創造に向けて自主的に行動する”ことを明記して、
社会に積極的に貢献しようとする姿勢を明確にした。

●経済的主体としての価値創造 企業が社会にとって有用な存在となるには、経済的主体として価値を創
造していくことが第一義である。そこで、前文における“単に……経済的主体ではなく”という
表現を、“……経済的主体であると同時に”に変更した。

●人権 前文において、“人権を尊重”することを明記した。
●個人情報等の保護 情報化、IT化に対応し、１条に“個人情報・顧客情報の保護”を追加した。
●顧客満足 １条に消費者・顧客の信頼だけでなく“満足”も獲得することを追加し、重要なステークホ

ルダーである消費者・顧客との良好な関係づくりに、より積極的に取り組むことを表現した。
●サプライチェーン・マネジメント ２条に“適正な取引”を加えるとともに、９条において企業行動憲

章の精神を“グループ企業や取引先に周知させる”と明記した。
●ステークホルダーとのコミュニケーション 「序文」において“ステークホルダーとの対話”をCSRに

関する要請として挙げるとともに、３条に関する「実行の手引きの要点」として積極的な情報開
示や社会との双方向の対話促進などを例示した。

●労働 CSRにおいて重要なステークホルダーとして位置づけられている従業員との関係を、６条から
４条に移動した。従業員の多様性の尊重を条文に追加し、性別、人種、障害等の相違を超えて従
業員が活躍できる職場づくりの姿勢を明確にした。ILOやグローバルコンパクトなどにおいて要請
されている労働に関する原則は、４条に関する「実行の手引きの要点」に記載した。

●環境 ５条において、環境問題は企業にとっての課題であるだけでなく、“人類共通の課題”と認識し
て積極的に取り組むことを表現した。

●グローバル化への対応 ８条の“海外”を“国際的な事業活動”に変更するとともに、人権や環境への
取り組みなどを視野に入れて、“現地の文化や慣習を尊重”の前に“国際ルールや現地の法律の遵
守”を挿入した。

Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の
積
極
的
な
取
り
組
み
が

「
強
い
企
業
」を
つ
く
る

―
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
推
進
と
日
本
経
団
連
の

企
業
行
動
憲
章
の
改
定
―

日
本
経
団
連
副
会
長
／
企
業
行
動
委
員
長

武
田
薬
品
工
業
会
長

憲 章 の 主 な 改 正 点

経済Trend経済Trend 162004・7

企業はCSR（企業の社会的責任）にどう取り組むべきか

2004・717

特集



企
業
は
、
公
正
な
競
争
を
通
じ
て
利
潤
を
追
求
す
る
と
い
う
経
済
的

主
体
で
あ
る
と
同
時
に
、
広
く
社
会
に
と
っ
て
有
用
な
存
在
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
企
業
は
、
次
の
十
原
則
に
基
づ
き
、
国
の
内
外
を

問
わ
ず
、
人
権
を
尊
重
し
、
関
係
法
令
、
国
際
ル
ー
ル
お
よ
び
そ
の
精
神

を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
社
会
的
良
識
を
も
っ
て
、
持
続
可
能
な
社
会
の

創
造
に
向
け
て
自
主
的
に
行
動
す
る
。

一．

社
会
的
に
有
用
な
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
安
全
性
や
個
人
情
報
・
顧
客

情
報
の
保
護
に
十
分
配
慮
し
て
開
発
、
提
供
し
、
消
費
者
・
顧
客
の

満
足
と
信
頼
を
獲
得
す
る
。

二．

公
正
、
透
明
、
自
由
な
競
争
な
ら
び
に
適
正
な
取
引
を
行
う
。

ま
た
、
政
治
、
行
政
と
の
健
全
か
つ
正
常
な
関
係
を
保
つ
。

三．

株
主
は
も
と
よ
り
、
広
く
社
会
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を

行
い
、
企
業
情
報
を
積
極
的
か
つ
公
正
に
開
示
す
る
。

四．

従
業
員
の
多
様
性
、
人
格
、
個
性
を
尊
重
す
る
と
と
も
に
、
安
全

で
働
き
や
す
い
環
境
を
確
保
し
、
ゆ
と
り
と
豊
か
さ
を
実
現
す
る
。

五．

環
境
問
題
へ
の
取
り
組
み
は
人
類
共
通
の
課
題
で
あ
り
、
企
業
の

存
在
と
活
動
に
必
須
の
要
件
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、
自
主
的
、

積
極
的
に
行
動
す
る
。

六．

「
良
き
企
業
市
民
」
と
し
て
、
積
極
的
に
社
会
貢
献
活
動
を
行
う
。

七．

市
民
社
会
の
秩
序
や
安
全
に
脅
威
を
与
え
る
反
社
会
的
勢
力

お
よ
び
団
体
と
は
断
固
と
し
て
対
決
す
る
。

八．

国
際
的
な
事
業
活
動
に
お
い
て
は
、
国
際
ル
ー
ル
や
現
地
の
法
律

の
遵
守
は
も
と
よ
り
、
現
地
の
文
化
や
慣
習
を
尊
重
し
、
そ
の
発
展

に
貢
献
す
る
経
営
を
行
う
。

九．

経
営
ト
ッ
プ
は
、
本
憲
章
の
精
神
の
実
現
が
自
ら
の
役
割
で
あ
る

こ
と
を
認
識
し
、
率
先
垂
範
の
上
、
社
内
に
徹
底
す
る
と
と
も
に
、

グ
ル
ー
プ
企
業
や
取
引
先
に
周
知
さ
せ
る
。
ま
た
、
社
内
外
の
声
を

常
時
把
握
し
、
実
効
あ
る
社
内
体
制
の
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、

企
業
倫
理
の
徹
底
を
図
る
。

十．

本
憲
章
に
反
す
る
よ
う
な
事
態
が
発
生
し
た
と
き
に
は
、
経
営

ト
ッ
プ
自
ら
が
問
題
解
決
に
あ
た
る
姿
勢
を
内
外
に
明
ら
か
に
し
、

原
因
究
明
、
再
発
防
止
に
努
め
る
。
ま
た
、
社
会
へ
の
迅
速
か
つ

的
確
な
情
報
の
公
開
と
説
明
責
任
を
遂
行
し
、
権
限
と
責
任
を
明
確

に
し
た
上
、
自
ら
を
含
め
て
厳
正
な
処
分
を
行
う
。

（
二
〇
〇
四
年
五
月
十
八
日
改
定
）

企
業
行
動
憲
章
―
―
社
会
の
信
頼
と
共
感
を
得
る
た
め
に
―
―

�
日
本
経
済
団
体
連
合
会

な
ら
な
い
。
経
営
の
あ
ら
ゆ
る
面
に
お
い
て
、
公
私
混
同
す
る
こ
と
な
く
、
い

か
に
し
て
株
主
の
期
待
に
応
え
る
か
を
考
え
抜
く
こ
と
が
、
企
業
倫
理
や
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
立
に
つ
な
が
る
と
考
え
る
。
同
時
に
、
経
営
ト
ッ
プ
は
、

社
員
一
人
一
人
に
企
業
倫
理
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
が
十
分
浸
透
す
る
よ
う
繰

り
返
し
呼
び
か
け
、
経
営
者
の
志
を
全
て
の
社
員
に
分
か
ち
合
っ
て
も
ら
う
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。

企
業
は
、
本
来
的
な
事
業
を
通
じ
て
社
会
に
奉
仕
し
、
環
境
へ
の
取
り
組
み

や
社
会
貢
献
活
動
に
よ
っ
て
さ
ら
に
企
業
価
値
を
高
め
て
い
く
。
そ
の
た
め
に

は
、
経
営
者
が
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
は
コ
ス
ト
で
は
な
く
、
将
来
へ
の
投
資
で
あ
る
と
認

識
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

企
業
行
動
憲
章
序
文

日
本
経
団
連
は
、
す
べ
て
の
企
業
や
個
人
が
高
い
倫
理
観
の
も
と
自
由

に
創
造
性
を
発
揮
で
き
る
経
済
社
会
の
構
築
に
全
力
を
あ
げ
て
取
り
組
ん

で
き
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
一
九
九
一
年
に
「
企
業
行
動
憲
章
」
を
制
定

し
、
一
九
九
六
年
に
は
憲
章
改
定
に
合
わ
せ
て
「
実
行
の
手
引
き
」
を
作

成
し
た
。
二
〇
〇
二
年
の
再
改
定
時
に
は
、
企
業
に
対
し
て
社
内
体
制
整

備
と
運
用
強
化
を
要
請
す
る
な
ど
、
経
営
ト
ッ
プ
の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
に
よ

る
自
主
的
な
取
り
組
み
を
促
し
て
き
た
。

そ
う
し
た
中
で
、
近
年
、
市
民
社
会
の
成
熟
化
に
伴
い
、
商
品
の
選
別
や

企
業
の
評
価
に
際
し
て
「
企
業
の
社
会
的
責
任（
Ｃ
Ｓ
Ｒ：

C
orporate

Social
R
esponsibility

）」
へ
の
取
り
組
み
に
注
目
す
る
人
々
が
増
え
て

い
る
。
ま
た
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
に
伴
い
、
児
童
労
働
・
強
制
労
働

を
含
む
人
権
問
題
や
貧
困
問
題
な
ど
に
対
し
て
世
界
的
に
関
心
が
高
ま
っ

て
お
り
、
企
業
に
対
し
て
も
一
層
の
取
り
組
み
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
さ

ら
に
、
情
報
化
社
会
に
お
け
る
個
人
情
報
や
顧
客
情
報
の
適
正
な
保
護
、

少
子
高
齢
化
に
伴
う
多
様
な
働
き
手
の
確
保
な
ど
、
新
た
な
課
題
も
生
ま

れ
て
い
る
。
企
業
は
、
こ
う
し
た
変
化
を
先
取
り
し
て
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
の
対
話
を
重
ね
つ
つ
社
会
的
責
任
を
果
た
す
こ
と
に
よ
り
、
社
会

に
お
け
る
存
在
意
義
を
高
め
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。

こ
れ
ま
で
日
本
企
業
は
、
従
業
員
の
潜
在
能
力
を
引
き
出
し
企
業
の
発

展
に
結
び
つ
け
る
た
め
、
き
め
細
か
い
従
業
員
教
育
や
社
内
研
修
、
労
使

協
調
に
努
め
て
き
た
。
ま
た
、
地
域
社
会
の
発
展
へ
の
寄
与
、
社
会
貢
献

活
動
や
環
境
保
全
へ
の
積
極
的
取
り
組
み
な
ど
、
企
業
の
社
会
的
責
任
の

遂
行
に
努
力
し
て
き
た
。

社
会
的
責
任
を
果
た
す
に
あ
た
っ
て
は
、
そ
の
情
報
発
信
、
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
手
法
な
ど
を
含
め
、
企
業
の
主
体
性
が
最
大
限
に
発
揮
さ
れ

る
必
要
が
あ
り
、
自
主
的
か
つ
多
様
な
取
り
組
み
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
る

べ
き
で
あ
る
。
そ
の
際
、
法
令
遵
守
が
社
会
的
責
任
の
基
本
で
あ
る
こ
と

を
再
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
今
般
、
日
本
経
団
連
は
、
会
員

企
業
の
自
主
的
取
り
組
み
を
さ
ら
に
推
進
す
る
た
め
、
企
業
行
動
憲
章
を

改
定
し
た
。

会
員
企
業
は
、
優
れ
た
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
、
倫
理
的
側
面
に
十
分
配

慮
し
て
創
出
す
る
こ
と
で
、
引
き
続
き
社
会
の
発
展
に
貢
献
す
る
。
そ
し

て
、
企
業
と
社
会
の
発
展
が
密
接
に
関
係
し
て
い
る
こ
と
を
再
認
識
し
た

上
で
、
経
済
、
環
境
、
社
会
の
側
面
を
総
合
的
に
捉
え
て
事
業
活
動
を
展

開
し
、
持
続
可
能
な
社
会
の
創
造
に
資
す
る
。
そ
の
た
め
、
会
員
企
業
は
、

次
に
定
め
る
企
業
行
動
憲
章
の
精
神
を
尊
重
し
、
自
主
的
に
実
践
し
て
い

く
こ
と
を
申
し
合
わ
せ
る
。
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日本経団連は、不祥事を起こした企業に対して、
自己責任に基づく申し出を基に措置を決定して実施
し、改善策とその実施状況の報告を要請する。

「企業行動憲章」実行の手引きの要点
以下の各条項に付記した項目は、会員企業が企業行動憲章の精神を自主的に実践していく上で必要と思わ

れる項目を例示したものである。各会員においては、それぞれの業態、特徴等を踏まえて、これらの項目を

参考に具体的な行動のあり方を工夫することが期待される。

１．社会的に有用な製品・サービスを安全性
や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮
して開発、提供し、消費者・顧客の満足
と信頼を獲得する。

１―１ 消費者・顧客のニーズを把握し、社会的に有
用な製品・サービスを開発、提供する。

１―２ 製品・サービスの安全性と品質を確保する。

１―３ 消費者・顧客に対して、製品・サービスに関
する適切な情報を提供する。

１―４ 消費者・顧客からの問い合わせ等には誠実に
対応する。

１―５ 個人情報・顧客情報を適正に保護する。

２．公正、透明、自由な競争ならびに適正な
取引を行う。また、政治、行政との健全
かつ正常な関係を保つ。

２―１ 独占禁止法の遵守につき、社内での徹底を図る。

２―２ 適正な購買取引方針を確立する。

２―３ 自社の営業秘密を管理し知的財産を保護する。
また、他者の知的財産を尊重する。

２―４ 法令に従い輸出管理体制を整備する。

２―５ 不当な利益等の取得を目的とする贈答・接待
を行わない。

２―６ 政治、行政と透明度が高い関係を構築すると
ともに、政策本位の政治の実現を支援する。

３．株主はもとより、広く社会とのコミュニ
ケーションを行い、企業情報を積極的か
つ公正に開示する。

３―１ 株主総会やインベスター・リレーションズ（IR）
活動を通じて、株主・投資家等とのコミュニ
ケーションを促進する。

３―２ ステークホルダーに対して、適時適切に情報
を開示する。

３―３ 広報・広聴活動等を通じて、社会との双方向
のコミュニケーションを促進する。

４．従業員の多様性、人格、個性を尊重する
とともに、安全で働きやすい環境を確保
し、ゆとりと豊かさを実現する。

４―１ 多様な人材が個々の能力を十分に発揮できる
人事処遇制度を構築する。

４―２ 雇用における差別を行わず、機会の均等を図
る。

４―３ 安全と健康のため、快適な職場環境を実現する。

４―４ 従業員の個性を尊重し、従業員のキャリア形
成や能力開発を支援する。

４―５ 従業員と直接あるいは従業員の代表と誠実に
対話、協議する。

４―６ 児童労働、強制労働は認めない。

５．環境問題への取り組みは人類共通の課題
であり、企業の存在と活動に必須の要件
であることを認識し、自主的、積極的に
行動する。

５―１ 地球温暖化対策や循環型経済社会の構築に取
り組む。

５―２ 事業活動における環境影響を評価し、環境負
荷と環境リスクの低減に努める。

５―３ 環境問題の解決に資する革新的な技術、製品・
サービス、ビジネスモデルの開発に努める。

５―４ 生物多様性の保全を含めた自然保護活動に取
り組む。

６．「良き企業市民」として、積極的に社会貢
献活動を行う。

６―１ 自らが取り組むべき社会的な課題について、
資源や専門能力を投入し、その解決に貢献する。

６―２ NPO／NGO、地域社会等、課題解決のために
必要なパートナーと連携する。

６―３ 業界や経済界としての社会貢献活動に参画す
る。

６―４ 従業員の自発的な社会参加を支援する。

７．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力および団体とは断固として対
決する。

７―１ 反社会的勢力を排除するとの基本方針を明確
に打ち出す。

７―２ 反社会的勢力の威嚇には、警察等と連携して
対応する。

７―３ 業界団体や地域企業と連携し、反社会的勢力
の排除に取り組む。

８．国際的な事業活動においては、国際ルー
ルや現地の法律の遵守はもとより、現地
の文化や慣習を尊重し、その発展に貢献
する経営を行う。

８―１ 国際ルールを踏まえた行動規範と現地の法律
の遵守を徹底する。

８―２ 現地の文化や慣習を尊重し、相互信頼を基盤
とした事業活動を推進する。

８―３ 経営の現地化を進める。

８―４ 現地取引先における社会的責任への取り組み
に関心を持ち、必要に応じて改善のための支
援を行う。

８―５ 外国公務員に対して、不当な利益等の取得を
目的とする贈答・接待を行わない。

９．経営トップは、本憲章の精神の実現が自
らの役割であることを認識し、率先垂範
の上、社内に徹底するとともに、グルー
プ企業や取引先に周知させる。また、社
内外の声を常時把握し、実効ある社内体
制の整備を行うとともに、企業倫理の徹
底を図る。

９―１ 経営トップは、リーダーシップを最大限発揮
し、経営理念や行動規範の明確化、社内への
徹底等にあたる。

９―２ 経営トップは、経営理念や行動規範の基本姿
勢を社外に表明し、具体的取り組みについて
情報開示する。

９―３ 全社的な取り組み体制を整備する。

９―４ 通常の指揮命令系統から独立した企業倫理ヘ
ルプライン（相談窓口）を整備する。

９―５ 企業倫理・企業行動規範に関する教育・研修
を実施、充実する。

９―６ 企業倫理・企業行動規範の浸透・定着状況を
チェック、評価する。

１０．本憲章に反するような事態が発生したと
きには、経営トップ自らが問題解決にあ
たる姿勢を内外に明らかにし、原因究明、
再発防止に努める。また、社会への迅速
かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行
し、権限と責任を明確にした上、自らを
含めて厳正な処分を行う。

１０―１ 経営トップは常日頃から、危機管理の視点に
立って、緊急事態の発生を未然に防止する
ための社内体制を整備する。

１０―２ 万一緊急事態が発生した場合には、経営トッ
プ自らの指揮の下、速やかに事実調査、原
因究明を行い、企業としての責任ある適切
な対応方針・施策を打ち出す。

１０―３ 社会に対して経営トップ自ら、事実関係、対
応方針、再発防止策等について明確な説明
を迅速に行う。

２００４年５月１８日
�日本経済団体連合会
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